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１．はじめに 

中央防災会議専門調査会の報告１）で示された「設

計対象の津波高を超えた場合でも施設の効果が粘り

強く発揮できる構造物」の考え方を受けてとりまと

められた「2011年(平成23年)東北地方太平洋沖地震

及び津波で被災した海岸堤防等の復旧に関する基本

的な考え方」２）では、海岸堤防等の構造上の工夫と

して、裏法尻部への保護工の設置による洗掘防止や、

裏法被覆工等の部材厚の確保等による流失防止など

が挙げられている。これらの構造上の工夫を災害復

旧等に反映するため、国総研河川研究部では、水管

理・国土保全局海岸室および東北地方整備局と連携

して、技術的検討を行った。 

２．検討範囲  

 一般的な形状である台形断面の海岸堤防の裏法尻

の洗掘と裏法被覆工の安定性に着目し、洗掘抵抗性

と安定性向上のための工夫について水理模型実験等

により検討した。 

３．粘り強い構造の一例 

水理模型実験により確認できた構造上の工夫のう

ち、主な留意点を表に示す。 

表 構造上の工夫の主な留意点 

裏法を流下してきた越流水の流向を地盤に突っ込

まない向きに完全に変えること（裏法尻の平場の

確保）が、裏法尻の洗掘を堤防本体から遠ざける

上で重要。→図のように、基礎工とともに地盤改

良を敷設し、裏法尻の平場を確保する。 

裏法被覆工に不陸が発生すると流体力が作用する

面が増大し不安定化の度合いが増すため、不陸を

生じさせないことが重要。→切り欠きを設けたブ

ロックをかみ合わせることにより流れに対し不陸

が発生しにくい構造とする。 

裏法肩で発生する負圧を考慮した構造とすること

が重要。→負圧の範囲をブロック１単位で対応し

ないように法肩ブロックと天端被覆工とを一体化

する。 
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図 粘り強い構造の一例（寸法は現地換算値） 

４．おわりに 

 本検討の成果は国総研技術速報３）として2012年5

月および8月に公表され、仙台湾南部海岸における災

害復旧工事（2013年3月末に一部区間が竣工予定）に

反映された。 

 

写真 切り欠きブロック敷設状況 

【参考】 

1) 中央防災会議東北地方太平洋沖地震を教訓とした地

震・津波対策に関する専門調査会：東北地方太平洋沖地震

を教訓とした地震・津波対策に関する専門調査会報告，

2011， 

http://www.bousai.go.jp/jishin/chubou/higashinihon/hou
koku.pdf 
2) 海岸における津波対策検討委員会：平成23年東北地方

太平洋沖地震及び津波により被災した海岸堤防等の復旧

に関する基本的な考え方，2011， 

http://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/kaigantsun
amitaisaku/kangaekata/kangaekata111116.pdf 
3) 国土交通省国土技術政策総合研究所：粘り強く効果を

発揮する海岸堤防の構造検討，国総研技術速報，2012， 

http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/sokuhou/index.html 
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１．概要 

「津波防災地域づくりに関する法律」に基づき都

道府県知事が津波浸水想定を設定することを支援す

るため、水管理・国土保全局海岸室とともに、津波

浸水シミュレーションやその活用方法を中心にとり

まとめた「津波浸水想定の設定の手引き」を平成24

年2月に公表するとともに、都道府県に対して技術的

助言を行っている。 

２．「津波浸水想定の設定の手引き」の概要 

津波浸水想定は、最大クラスの津波を想定した津

波浸水シミュレーションにより予測される浸水の区

域および水深を設定するものである。 

本手引きの主な記載内容は以下の通りである。 

・津波浸水想定の設定は、最大クラスの津波の設定、 

計算条件の設定、津波浸水シミュレーション、浸水

の区域及び水深の出力、の手順で実施する。 

・最大クラスの津波は、地域海岸ごとに、過去に発

生した津波の実績津波高及びシミュレーションによ

り想定した津波高、発生が想定される津波の津波高

などから津波高が最も大きい津波を設定する。ここ

で地域海岸とは、海岸保全基本計画の作成単位を、

湾の形状等の自然条件、実績またはシミュレーショ

ンの津波高から、同一の津波外力を設定しうると判

断される一連の海岸に分割したものをいう。 

・津波の初期水位を与える断層モデルは、中央防災

会議や地震調査研究推進本部等の公的な機関が妥当

性を検証したものとして発表している断層モデルが

あればこれも参考にして設定することができる。 

・津波浸水想定を設定するための津波浸水シミュレ

ーションを実施する際には、「災害には上限がない」

ことを教訓に、「なんとしても人命を守る」という

観点から、最大クラスの津波が悪条件下において発

生し浸水が生じることを前提に、地震や津波による

各種施設の被災を考慮することを基本とする。 

・陸域への津波遡上による浸水状況がわかるように、 

津波浸水シミュレーションの結果として、津波浸水

想定に定めるべき最大の浸水の区域や水深などを出

力するものとする。 

 なお、津波浸水想定のための作業を通じて把握さ

れた課題を解決するため、地震や津波に対する各種

施設の条件設定などに関する解説を充実させるなど、

その後、本手引きの更新を3回（平成24年3月、4月、

10月）行っている。 

３．「津波浸水想定の設定の手引き」の活用状況 

本手引きの作成と合わせて、津波浸水シミュレー

ションの相談窓口を国総研海岸研究室に設置すると

ともに、都道府県、建設コンサルタントを対象とし

た説明会を平成24年2～3月に実施した。また、平成

24年4月以降、津波浸水想定の設定における技術的な

課題を解決するため、全国の沿岸を10ブロックに分

けて、関係する都道府県及び地方整備局の担当者を

集めて意見交換会を行う一方、各都道府県の個別相

談に応じている。平成25年1月現在、本手引きを活用

して、茨城県、青森県（一部沿岸のみ）、徳島県、

高知県が津波浸水想定を設定しており、他の都道府

県においても順次作業を進める予定となっている。 

【参考】 

1) 津波浸水想定の設定の手引き 

http://www.mlit.go.jp/river/shishin_guideline/bousai/sai
gai/tsunami/shinsui_settei.pdf 
2) 茨城県津波浸水想定 

http://www.pref.ibaraki.jp/bukyoku/doboku/01class/clas
s06/kaigan/tsunamisinnsui/l2shinsui.html 
3) 青森県津波浸水想定 

http://www.pref.aomori.lg.jp/kotsu/build/tunami-sinsuis
outei.html 
4) 徳島県津波浸水想定 

http://anshin.pref.tokushima.jp/docs/2012121000010/ 
5) 高知県津波浸水想定 

http://www.pref.kochi.lg.jp/soshiki/170201/tsunamimap
.html 
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